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千葉県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画 
（みどりの食料システム法の認定に関する基本計画） 

 
令和５年３月３０日 

令和６年１２月２日改正 
令和７年１２月１０日改正 

 
千葉県、千葉市、銚子市、市川市、船橋市、館山市、木更津市、松戸市、野田市、 
茂原市、成田市、佐倉市、東金市、旭市、習志野市、柏市、勝浦市、市原市、流山市、 
八千代市、我孫子市、鴨川市、鎌ケ谷市、君津市、富津市、四街道市、袖ケ浦市、 
八街市、印西市、白井市、富里市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、いすみ市、 
大網白里市、酒々井町、栄町、神崎町、多古町、東庄町、九十九里町、芝山町、 
横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町、長柄町、長南町、大多喜町、御宿町、 
鋸南町 

 
 
第１ 計画策定の趣旨・位置づけ 

（１）計画の趣旨 
  近年、食料の安定供給・農林水産業の持続的発展と地球環境の保全との両立が強く  

指摘されています。自然や生態系の持つ力を巧みに引き出して行われる食料生産・  

農林水産業において、その活動に起因する環境負荷の軽減を図り、豊かな地球環境を 

維持することは、生産活動の持続的な展開に不可欠であり、次世代に向けて取り組まな

ければならない重要かつ緊急の課題となっています。 

  国は、令和３年５月に中長期的な方針として「みどりの食料システム戦略」を策定し、

２０５０年(令和３２年)までに目指す姿として、化学農薬使用量（リスク換算）の５０% 

低減・化学肥料使用量の３０%低減や耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を 

２５%（１００万 ha）に拡大、ＣＯ２ゼロエミッション化などの実現に向け、戦略的に  

取り組むとしました。 

この戦略の実現のため、令和４年７月に「みどりの食料システム法」が施行され、   

農林漁業者が、化学肥料・化学農薬の使用量の低減や温室効果ガスの排出量削減など 

農林漁業に由来する環境への負荷を低減させるために行う事業活動（以下、「環境負荷 

低減事業活動」という。）を促進するため、農林漁業者が作成する「環境負荷低減事業  

活動実施計画」等を県が認定し、その活動を税制や金融面において支援する認定制度が

創設されたところです。 

これらを受け、千葉県及び県内５３市町村は、農林水産分野の持続的な発展に資する   

ため、本基本計画を作成し、農林漁業者が行う環境負荷低減事業活動等を促進して  

まいります。 
 
（２）計画の位置づけ 
  本計画は、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の 
促進等に関する法律（令和４年法律第３７号）第１６条第１項の規定に基づき、千葉県  
環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画として定めます。 

  また、本計画は、以下に示す既存計画等を関連計画等とし、これらを踏まえ策定して  
います。 



 

2 

 

 
 

関 連 計 画 等 名 本基本計画での記載 

千葉県農林水産業振興計画（令和４年度～７年度）［令和４年３月千葉県］ 振興計画 

第３次千葉県有機農業推進計画         ［令和３年１月千葉県］ 有機農業推進計画 

千葉県地球温暖化対策実行計画         ［令和５年３月千葉県］ 地球温暖化対策計画 

千葉県における家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画 
［令和３年５月千葉県］ 

家畜排せつ物利用計画 

千葉県持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針 
                       ［令和４年２月千葉県］ 

持続農業指針 

第４次千葉県食育推進計画           ［令和４年３月千葉県］ 食育推進計画 

生物多様性ちば県戦略             ［平成20年３月千葉県］ 生物多様性戦略 

 
第２ 計画期間 

 本計画は、令和５年度から令和９年度までの５年間を計画期間とする。 
 
第３ 計画の内容 

１ 環境負荷低減事業活動の促進による環境負荷の低減に関する目標 

 環境負荷の低減に関する２０３０年の目標を以下のとおり設定する。 

（１）化学農薬使用量を１０％低減（基準年２０１９農薬年度） 

（２）化学肥料使用量を２０％低減（基準年２０１６肥料年度） 

（３）有機農業の取組面積 １，２００ｈａ ※ 有機農業推進計画Ｐ１０  

（４）農林水産業における温室効果ガスの排出削減量 ７．４％削減（基準年２０１３年度） 

※ 地球温暖化対策計画（Ｐ２８）の温室効果ガスの排出量削減目標の内数  

（５）加温面積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合 ５０％ 

  
２ 環境負荷低減事業活動として求められる事業活動の内容に関する事項 
 環境負荷低減事業活動として、以下の活動を推進する。 

（１）堆肥その他の有機質資材の施用により土壌の性質を改善させ、かつ、化学的に   
合成された肥料及び農薬の施用及び使用を減少させる技術を用いて行われる生産方式
による事業活動 

   農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつつ、土づくり等
を通じて化学肥料、化学農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的農業で
ある「環境にやさしい農業」の取組を進める。 

【主な事業活動】（振興計画Ｐ４２） 

・有機農業（※１） 

・ちばエコ農業（※２） 

・特別栽培農産物に係る表示ガイドラインに基づく生産方式（※３） 

・持続農業指針に沿った農業生産方式（※４） 
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※１ 有機農業（有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）第２条に規定す

る有機農業をいう。）の取組 

※２ 「ちばエコ農業」推進要領（平成14年 3月 20日付け農振第786号、園第816 号）

の別表１－１の基準と合致した取組。認証の有無は問いません。 

※３ 化学肥料と化学合成農薬の使用を慣行栽培の５割以下にして栽培された農産物の 

表示ガイドライン（平成４年１０月１日４食流第３８８９号総合食料局長、生産局長、 

消費・安全局長通知） 

※４ 堆肥等による土づくりと化学合成農薬と化学肥料の低減を一体的に行う生産方式 

＜これらの事業活動を拡大させるための県の取組＞（振興計画Ｐ４２） 

✓ 農地の土壌分析結果を踏まえた適正施肥の推進 
✓ 化学合成農薬のみに依存しないＩＰＭ技術（※５）の開発及び普及 
✓ 家畜排せつ物の堆肥化の徹底や耕種農家と畜産農家とのマッチング支援 
✓ 農作物病害虫雑草防除指針の改定 
✓ 肥料コスト低減に資するスマート農業の推進 

 

※５ 化学合成農薬だけに頼らずに複数の防除技術を組み合わせ、農作物の収量や品質に 

経済的な被害が出ない程度に病害虫や雑草の発生を抑制しようとする防除手法 

［参考］ちばエコ農業、有機農業等の「環境にやさしい農業」は、取組面積を５，８９３ｈａ

から増加させることを目指す。（振興計画Ｐ２８） 

 

（２）温室効果ガスの排出の量の削減に関する事業活動 

燃油の使用量の削減につながる、省エネルギー機器や施設、スマート技術を活用 
した機械や装置の導入などの取組や、再生可能エネルギーの導入、家畜ふん堆肥の 
有効活用など、二酸化炭素やメタン等の温室効果ガスの排出量削減に資する活動を 
進める。 

【主な事業活動】 

 ○ 省エネルギー機器等の導入 

・ 施設園芸における省エネ機器や施設・設備等の導入（振興計画Ｐ４２） 

・ 農業施設でのＬＥＤの利用 

・ 電動農機の利用 

・ 省エネ漁船・付帯設備の導入（振興計画Ｐ１１２、地球温暖化対策計画Ｐ５９） 

○ 再生可能エネルギーの導入 

・ 農林漁業への太陽光発電や木質バイオマスなどの再生可能エネルギーの導入 
（地球温暖化対策計画Ｐ６９） 

○ その他の温室効果ガス排出量の削減 

・ 水田作での秋耕による稲わらの分解促進 

・ 温室効果ガスの排出量の削減に資するスマート農業機器等の導入 
（振興計画Ｐ２９、Ｐ４２、地球温暖化対策計画Ｐ７２） 

・ 適正な規模での放牧の実施 

・ 強制発酵処理施設などの家畜排せつ物処理高度化施設の導入による家畜排せつ
物の堆肥化の徹底（家畜排せつ物利用計画Ｐ５） 

・ 慣行飼料への環境負荷低減飼料の添加又は転換 
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［参考］家畜排せつ物の堆肥化率は、２０３０年（令和１２年）に９６％以上にする  

ことを目指す。 

（家畜排せつ物利用計画Ｐ６） 

 
（３）別途、農林水産大臣が定める事業活動 

ア 家畜のふん尿に含まれる窒素、燐その他の環境への負荷の原因となる物質又は 
餌料の投与等により流出する窒素、燐その他の環境への負荷の原因となる物質の 
量を減少させる技術を用いて行われる生産方式による事業活動 

【主な事業活動】 

・ 慣行飼料の環境負荷低減型配合飼料への転換 

・ 家畜排せつ物の浄化処理施設の機能向上による窒素除去等 

 

イ 土壌への炭素の貯留に資する土壌改良資材を、農地又は採草放牧地に施用して 
行う生産方式による事業活動 

【主な事業活動】 

炭素貯留効果の高いバイオ炭の活用（振興計画Ｐ４２） 

 
ウ 生分解性プラスチックを用いた資材の使用その他の取組によるプラスチック  
使用製品産業廃棄物等の排出若しくは流出の抑制若しくはこれらに伴う農林漁業に
由来する環境への負荷の低減又は化石資源由来のプラスチックの使用量の削減に 
資する生産方式による事業活動 

【主な事業活動】 

・ 生産活動に用いるプラスチック資材の長期利用（振興計画Ｐ４２） 

・ 代替資材の活用（地球温暖化対策計画Ｐ５９） 

・ プラスチック資材の流出抑制  

 

エ その地域において通常行われる施肥及び有害動植物の防除と比較して化学的に 
合成された肥料及び農薬の施用及び使用を減少させる技術並びに生物の多様性の 
保全その他の環境の保全に資する技術を組み合わせて用いる農業に関する技術を 
用いて行われる生産方式による事業活動 

【主な事業活動】（生物多様性戦略Ｐ７７） 

・ 水田での冬期湛水 

   ・ 水田での魚道や生態系に配慮した水路などの設置 
 
（４）（１）から（３）までの活動に準じた活動であって環境負荷低減事業活動と     

認められるもの 
 
３ 特定区域に関する事項 

別紙のとおり。 
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４ 環境負荷低減事業活動の実施に当たって活用されることが期待される基盤確立事業の
内容に関する事項 

 環境負荷低減や脱炭素などの持続可能な農林水産業実現のための栽培・防除・土壌
管理の体系化に向けた先端的な技術開発や、家畜から排出される窒素や燐などの削減
に向けた飼養管理技術、排せつ物の効率的な処理、利用及び再資源化のための技術開
発を行うとともに、ＩＣＴを活用して収集した観測データをもとに、漁海況情報を予
報し、操業の効率化、二酸化炭素の排出削減に活用する。 

（振興計画Ｐ４５、Ｐ４７、Ｐ１１２） 

【主な取組】 

・ 主要野菜の有機栽培面積拡大に向けた病害虫発生消長等の生産環境の解明及び
普及に向けた栽培技術の確立 

・ 総合防除に基づく露地野菜の化学農薬使用量低減技術の開発 

・ 化学肥料の使用量低減と温室効果ガス削減に向けた肥培管理及び栽培技術  
の開発 

・ 農耕地土壌における炭素貯留量の実態調査とバイオ炭等の施用効果の解明 

・ 環境負荷低減技術に関する導入成立条件の解明と開発技術の経営評価 

・ 家畜排せつ物の浄化処理における効率的な環境負荷物質の排出削減技術の検討 
 
５ 環境負荷低減事業活動により生産された農林水産物の流通及び消費の促進に関する 
事項 

  有機農業をはじめとする環境負荷低減事業活動により生産された農林水産物に  
対する消費者の理解の促進に努める。 

【主な取組】 

・ 有機農産物の販売機会の多様化に向け、国、県及び民間団体が主催する商談会等
へ有機農業者が積極的に参加できるよう支援（有機農業推進計画Ｐ１２） 

・ 県内企業等との農商工連携や６次産業化などにより販路の確保を志向する有機  
農業者に対し、必要な情報の提供（有機農業推進計画Ｐ１３） 

・ 「環境にやさしい農業」の取組をＰＲするため、「ちばエコ農産物」の      
ロゴマークなどを活用（食育推進計画Ｐ２５） 

・ 消費者等の「環境にやさしい農業」への理解を深めるため、家庭・学校・     
地域などで行われる食育の推進（有機農業推進計画Ｐ１４、食育推進計画Ｐ２５） 

・ 「環境にやさしい農業」で生産された農産物等の地産地消の推進 

（千葉県農林水産業振興計画Ｐ５３、食育推進計画Ｐ２３） 

・ 有機農業に地域ぐるみで取り組む産地（オーガニックビレッジ）創出の促進 

 
６ その他環境負荷低減事業活動の促進に関する事項 

○ 「環境にやさしい農業」の取組拡大に向けては、堆肥等を活用した土づくりと化学
肥料、化学農薬の使用低減を一体的に行う取組だけでなく、農業者の状況に応じて、
段階的に取り組みを推進する。 

○ 環境負荷低減事業活動の促進に当たっては、今後、特定区域の設定を通じて地域の   
モデル的な取組を創出し、その事例の横展開が図られるよう、県、市町村、農業団体
等の関係者が緊密に連携して対応する。 

○ 県・市町村段階における施策の推進に当たっては、みどりの食料システム戦略の   
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関連予算、税制・金融の特例等の支援措置その他国の基本方針第六に掲げる国の施策
を有効に活用する。 

○ 環境負荷低減事業活動は、農林漁業者の生産コストの低減にも貢献しうるもので  
あることから、そのことに対する農林漁業者の理解を醸成しつつ推進を図る。 
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（別紙１） 

特定区域について（千葉市若葉区、緑区、花見川区） 

 

 

 

１ 特定区域の区域 

千葉市 

若葉区、緑区、花見川区 

＜地区選定の考え方＞ 

上記３区には千葉市の農業経営体のうち約９１％、経営耕地面積のうち約８５％が

存在しており、施設園芸を中心に農業生産が最も盛んに行われている区域であり、  

国の交付金も活用し、今後市内外でモデルとなりうる施設園芸の産地育成を図って 

いるため。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

市内の施設園芸産地を形成しているイチゴ生産を行う農業者を中心に組織される

「千葉市SDGs 対応型施設園芸推進協議会」により、ヒートポンプ単体、もしくは燃油

暖房機との併用による加温体系や、加温効率を向上させる新素材カーテンといった 

先端的技術を活用しつつ、環境制御装置を組み合わせ、冬期の加温における重油等の 

使用量を削減しＣＯ２排出を抑制するとともに、農業者との環境データや栽培ノウハウ

の共有を図ることで、環境負荷の低減と収量・品質の向上の両立に向けて、イチゴを  

はじめとする施設園芸産地として一体的な生産体系の構築と普及を推進する。 

本市では、リニューアルした農政センターを核として、技術活用のための実地研修や

メーカーとのマッチング、千葉市食のブランド「千」による販売促進イベントの実施等

により、上記事業活動の横展開を図る。  
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（別紙２） 

特定区域について（木更津市） 

 

 

 

１ 特定区域の区域 

(１)区域：木更津市全域 

 

 

 

(２)区域設定の理由 

木更津市は、千葉県の中央西部に位置し、豊かな土地と温暖な気候条件に加え、生産物

の大消費地である首都の近郊という立地条件を活かし、基幹作物である水稲を中心に、農

業が展開されている。 

木更津市では、持続可能な未来を創造するための方向性として、平成２８年に「木更津

市人と自然が調和した持続可能なまちづくりの推進に関する条例」を制定し、令和元年度

からは市内公立小中学校(全３０校)の学校給食に提供するお米を全量有機化する取組を行

っている。 

また、学校給食に提供するお米を、農薬・化学肥料を一切使用しない環境にやさしい栽

培方法により生産したお米「きさらづ学校給食米Ⓡ」として商標登録を行い、市内で生産

される有機米のブランド化を推進している。 

さらに、県内初となる「オーガニックビレッジ宣言」を行うなど、全国的なモデルケー

スとなりうる、有機農業に先進的に取組む自治体であるため、市内全域での区域設定とす

ることによって、有機農業の取組をさらに推進していく。 
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２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

木更津市、農業者、事業者、有識者により組織された「木更津市有機農業推進協議会」

のほか、流通・加工業者などの協働のもと、市内基幹農作物である水稲だけでなく、幅広

い農作物の栽培面積の拡大と有機農業者の増加を図るため、本市での有機栽培管理方法を

確立し、有機農業に先進的に取り組む講師による検討会の開催、市内生産者の有機JAS認

証取得支援など、新規参入しやすい環境を整備するほか、有機農産物の加工等によるブラ

ンド化を図るため、市内で生産された有機農産物を活用した商品開発・PRを実施する。 

また、「きさらづ学校給食米Ⓡ」の提供にあたり市内２校で導入されている自校炊飯の取

組を継続し、域内消費ならびに有機農産物を絡めた食育により、子どもたちの地産地消、

環境にやさしい有機農業への理解へと繋げていく。 

さらに、「きさらづ学校給食米Ⓡ」の学校給食への全量提供達成後も、有機米の生産を拡

大・継続するために、域外への取組として市外の学校給食における「きさらづ学校給食米

Ⓡ」の使用を働きかける。 
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（別紙３） 

特定区域について（成田市） 

 

 

 

１ 特定区域の区域 

（１）区域：成田市全域 

 

 

（２）当該区域の特性及び区域設定の理由 

成田市は、千葉県の北部中央に位置する中核都市であり、北は利根川を隔てて茨城県

と接し、西は県立自然公園に指定されている印旛沼、東は香取市と接している。市の西

側には根木名川、東側には大須賀川が流れ、それらを取り囲む広大な水田地帯と関東ロ

ーム層からなる丘陵地帯の台地には畑や山林が広がり、その間を縫うように谷津田が

形成されている地域である。 

印旛沼周辺や川沿いの水田・谷津田では稲作、台地では露地野菜の栽培が行われてお

り、従来有機農業などの環境保全型農業が盛んで、すでに環境保全型農業に取り組んで

いる農業者団体が複数あり、今後も拡大が期待される地域である。 

しかし、成田市の有機農業者は個別に生産、出荷、販路の開拓等を行っており、生産
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量が少なく組織化されていないことから、有機農産物のPRや有機農業者の育成体制が

十分とは言えず、農業従事者の高齢化による担い手不足も課題となっている。市全体を

特定区域として設定することを契機として、関係者同士のつながりをつくり、地域ぐる

みで有機農業の栽培技術を普及することで新規就農者の育成や有機農業への転換を促

し、有機農産物の生産量を増やして販路の拡大に向けた取組を実施する。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

有機農業の取組拡大に向けて、有機農業者や JA、成田市等で構成する「田畑から未

来の成田をつくる会」を中心に、市内全域を対象に、有機農業者の育成を目的とした講

習会や視察研修を行い、慣行農家や新規就農者に対する有機農業の栽培技術の普及を

積極的に行うことで、地域の新たな有機農業者の増加と有機農業者の組織化やオーガ

ニックビレッジの設定による産地の活性化を図る。 

また、地域内で生産された有機農産物の消費拡大を図るため、学校給食への供給や、

民間企業と連携した有機農産物の普及に取り組む。 

さらに、有機農産物のPRや販売イベントを開催することで、市民に対する有機農産

物の理解増進と消費の拡大に努め、地域における持続的な有機農業の実現を目指す。  
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（別紙４） 

特定区域について（佐倉市） 

 

 

１ 特定区域の区域 

（１）区域：佐倉市全域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）当該区域の特性及び区域設定の理由 

佐倉市は、県の北部の下総台地のほぼ中心部に位置し、東西に１３km、南北  

１５km、総面積約１０３㎢である。 

また、都心から東へ４０km、県都である千葉市から北東１５kmに位置し、交通

の利便性に恵まれている利点を生かして、稲作を中心とした都市近郊農業を維持

しつつ、多様な農産物が生産されてきた。 

有機農業については、令和５年３月に「オーガニックビレッジ宣言」を行い、

学校給食での有機農産物の活用や有機JAS認証の取得支援、有機栽培技術研修会

の開催等を実施しており、取組拡大に市全域で取り組んでいる。 

しかし、佐倉市の有機農業者は個別に生産、出荷、販路の開拓等を行っており、

安定した販路の確保や生産技術に関する情報交換が十分とは言えない現状がある。 

そのため、市全体を特定区域として設定することを契機として、佐倉市オーガ

ニックビレッジ推進部会を中心に、佐倉市有機農業実施計画に掲げた目標を  

踏まえながら、生産、加工・流通、消費の各段階における関係者との連携を図り、
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学校給食での有機農産物の活用拡大を含めた多様な販路の確保や生産者同士の 

組織化等を行うことで、上記地域課題の解決を図る。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

有機農業の取組拡大に向けて、有機農業者、給食関係事業者、消費者、千葉  

みらい農業協同組合、学校栄養士、千葉県印旛農業事務所、佐倉市で構成する  

「佐倉市オーガニックビレッジ推進部会」を中心に、市内での販路の一つとして

の学校給食での有機農産物の活用拡大や、市外への販路拡大を目的とした有機

JAS認証の取得支援に取り組む。 

また、合わせて、有機栽培技術研修会の開催等による有機農業の生産技術の 

確立や、一般市民向けセミナーの開催による消費者意識の醸成に努めるほか、  

有機農業者間での生産技術及び販売先等に関する情報交換に加えて消費者への 

情報提供等も円滑に行える組織の設立を目指す。 

これらの生産方法や流通・販売方法の共通化等により、有機農業に取り組み 

やすい環境の創出を図り、地域における有機農業の取組拡大を推進する。 
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（別紙５） 

特定区域について（匝瑳市） 

 

１ 特定区域の区域 

（１）区域 匝瑳市の全域 

 
（２）当該区域の特性及び区域設定の理由 

匝瑳市は、千葉県の北東部に位置し、東京から約 70km 圏内、千葉市から約 40km   

圏内の距離にある。北部は谷津田が入り組んだ複雑な台地部となっており、里山の  

自然が多く残されている。北東部には「干潟八万石」といわれる県内屈指の穀倉地帯

が、南部には植木畑や田園地帯が広がっており、南端は九十九里海岸に面している。

面積は 101.48 平方 km である。大消費地である首都圏からも近く、温暖な気候や   

恵まれた生産条件を活かして、稲作、畜産、野菜、植木等を中心に、多彩で特色ある

農林水産業が展開されている。 

本市においては、有機農業に取り組む先進的な生産者が営農している。現状では、
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生産者数、栽培面積、栽培品目はいずれも少ないものの、本市は令和元年度に    

「有機農業と地域振興を考える自治体ネットワーク」に参画しており、地域内の   

有機農業者との連携のもとで、有機農業の普及・展開に取り組んできた。 

また、本市は令和５年11月に環境省が選定する「脱炭素先行地域」の選定を受けて

おり、本市飯塚地区においては、ソーラーシェアリングと有機農業を組み合わせた  

ハイブリッドな環境配慮型農業が展開されている。 

近年では、有機農業を主軸とする法人経営体の新規設立や、既存の大規模農業   

経営体における有機農業への部分的な転換といった動きが見られるなど、有機農業に

対する関心やニーズは着実に高まりを見せている。こうした状況を踏まえ、今後は  

有機農業者の確保及び育成を図ることで、有機農業のさらなる普及・展開を図りたい。 

しかしながら、有機農業は慣行農業と異なり、技術が確立されておらず、地域内の

実践者も多いとは言えないことから、有機農業に関する技術・知識・経験が不足して

いる。有機農業者の経営安定のためには、有機農産物の販路確保も課題である。 

そこで、オーガニックビレッジの取組や、市全体を特定区域として設定することを

契機として、有機農業者の増加や有機農業の取組面積の増加を図り、もって有機農業

の普及・拡大を目指す。実施に当たっては、脱炭素先行地域の取組と連携・協調して

実施することで、地域のカーボンニュートラルに貢献する。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 

有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

有機農業の普及・展開には、多様な関係者との連携構築が必要であることから、  

匝瑳市及び市内外の関係者で構成する「匝瑳市有機農業推進協議会（以下「協議会」

という。）」を中心に、有機農業の普及・展開を推進する。 

協議会は、有機農業者、ちばみどり農業協同組合、海匝農業事務所、匝瑳市     

学校教育課、匝瑳市農林水産課（事務局）をコアメンバーとして、令和７年５月に   

設立された有機農業推進組織である。オーガニックビレッジの取組を通じて、今後は

慣行農業者や関係者等の参画や、さらなる巻き込みを図る。 

具体的な取組としては、有機農業に関する技術・知識の習得やマニュアル化に   

向けた検討会の開催や講演会・先進地視察の実施、学校給食への有機栽培米の提供、

有機農業に関連する関係者間での生産技術及び販売先等に関する意見交換、ノウハウ

の共有等を行う。取組を通じて、有機農業に関する知見の収集と展開や、売り先と  

なる顧客の獲得、生産・流通の両面での有機農産物の認知度と理解の増進、地域内外

の多様な巻き込みを図ることで、地域における有機農業の拡大を目指す。 
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（別紙６） 

特定区域について（いすみ市） 

 

 

 

１ 特定区域の区域 

（１）区域：いすみ市全域 

 

 

（２）当該区域の特性及び区域設定の理由 

いすみ市は、千葉県の南東部に位置する田園都市であり、夷隅川やその支流から成る

平野部および山間部の谷津田では、古くから水稲作が盛んに行われている。里山地帯で

は、ナシ・カキ・キウイフルーツ・シイタケ・タケノコ・ブルーベリー・マコモタケな

どの栽培が行われており、温暖な気候を生かした、ハウス・露地栽培のキンギョソウ、

食用ナバナなどの栽培も盛んである。 

いすみ市では、平成 24 年に自然と共生する里づくり連絡協議会(会長：いすみ市副

市長、副会長：ＪＡいすみ組合長、事務局：いすみ市農林課、オブザーバー：夷隅農業

事務所改良普及課)が設立され、市民、事業者、農業者、NPO 等と市や県、ＪＡなどの

関係機関が協働で有機農業を推進している。平成29年には、全国に先立ち、学校給食
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に使用するお米の全量を有機米とすることで生産拡大を促し、有機米の産地形成を行

った。その他、有機水田を活用した環境学習や生きもの調査、食農体験、総合学習、都

市農村交流などを行い、地域振興に貢献している。令和元年度に、本協議会内に設置さ

れた環境保全型農業連絡部会が、持続可能な農業推進コンクールで農林水産大臣賞を

受賞した。平成30年より有機農業で作られた野菜の学校給食への導入も始め、現在は、

全保育所・こども園給食への提供にも拡大している。化学合成農薬・化学肥料不使用の

野菜を対象とした地域独自の認証制度(いすみそだち認証)を施行し、生産者の有利販

売を支援する等、新規就農者の経営的自立を促進し、将来に向けた産地づくりを進めて

いる。令和６年度は、有機稲作面積 53ha、生産者数 20 経営体、有機野菜面積 3.9ha、

生産者数10経営体となっている。 

令和７年２月に有機農業実施計画を策定し、オーガニックビレッジ宣言を行った。こ

れに加えて、本区域を特定区域として設定することを契機として、これまで推進してき

た有機農業を一層、拡大していく。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

有機農業の拡大に向けて、市が会長および事務局を務める自然と共生する里づくり連

絡協議会が中心となり、水稲作においては、技術マニュアルの作成や大区画向け栽培体

系の確立、除草器具の貸し出し体制の充実、資本装備の増強(レーザーレベラー、乗用除

草機等)、有機農業指導員職の創設、高温耐性品種の導入等を通して、域内および域外消

費の拡大に応えるとともに、都市部の学校給食へも有機米が豊富に提供できるよう産地

を拡大していく。 

野菜づくりにおいては、新規就農者向け研修圃場の開設と運用、有機農業者同士の学

び合いの機会の創出、農地情報の収集と提供、農業機械の共同利用の促進、給食での有

機野菜の利用拡大、いすみそだち認証の取得と販売促進等により、栽培面積や生産者数

を増やしながら、共同出荷体制を整備することで産地形成を行う。 

  



 

18 

 

（別紙７） 

特定区域について（神崎町） 

 

 

１ 特定区域の区域 

（１）区域：神崎町全域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）当該区域の特性及び区域設定の理由 

千葉県内で最も人口が少ない神崎町は、千葉県の北東部、利根川を挟んで茨城県と

接する位置にあり、利根川沿いの平坦で肥沃な土壌を活かした水稲や麦・大豆などの

農業が基幹産業となっている。また、平成21年から始まった「酒蔵まつり」を契機に

「発酵」をテーマとしたまちづくりを行っており、道の駅には酒、味噌、ひしほなど

昔から地元で製造されている発酵食品に加え、全国の発酵食品を取り揃えている。 

有機農業については、令和６年３月に「発酵×オーガニックビレッジ宣言」を行い、

付加価値の高い「有機農産物」と加工品の製造過程での「発酵」を融合することによ

る神崎町のブランド化、地域農業のブランド化に繋げる。また、生産過程においては

「スマート農業技術」を活かし先進的な有機栽培モデルを実践している。 

しかし、神崎町の有機農業者は個別に生産、出荷、販路の開拓等を行っており、生

産量が少なく組織化されていないことから、有機農産物のPRや有機農業者の育成体制

が十分とは言えず、農業従事者の高齢化による担い手不足も課題となっている。 

町全体を特定区域に設定することを契機として、地域ぐるみで有機農業の栽培技術

を普及することや学校給食への有機米の供給による消費拡大によって、新規就農者の

育成や有機農業への転換を促し、有機農産物の生産量を増やして販路の拡大に向けた
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取組を実施する。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

有機農業の取組拡大に向けて、有機農業者、香取農業事務所、給食センター及び神崎

町等で構成する「神崎町有機農業検討会」を中心に食育と併せて学校給食における有機

米の活用を推進することにより、有機米の安定的な販売先を確保・拡大して有機農業者

の経営安定を図り、有機農業に取り組みやすい環境を整備する。その上で、有機農業の

栽培技術の普及等を行うことにより栽培技術の高度化並びに収量の安定化を進める。

これらの取組により、特に水稲の慣行農業者の有機栽培への転換を促すとともに、有機

農業を志向する新規就農者等を呼び込むことで、有機栽培面積の一層の拡大を推進し、

産地の活性化を図る。 

また、生産拡大に伴って、地域内で生産された有機農産物の販路拡大を図るため、神

崎町が主体となりマルシェ等の販売イベントへの参加や道の駅での販売促進など、有

機農産物のＰＲを進めて、消費者の有機農産物に対する理解増進と消費の拡大に努め、

地域における持続的な有機農業の実現を目指す。 
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（別紙８） 

特定区域について（多古町） 

 

 

 

１ 特定区域の区域 

（１）区域：多古町全域 

 

（２）当該区域の特性及び区域設定の理由 

多古町は千葉県の北東部に位置し、東西約13.6㎞、南北約12.9㎞で、面積は72.80㎢、

県内の町村の中で2番目に広い地域である。 

多古町を取り巻く社会的な背景として、昭和 53 年に成田空港が開港し、57 年に東関東

自動車道が開通している。さらに令和8年度には圏央道の開通が予定されており、首都圏

へのアクセス向上により、新たな需要の創出や流通の強化が期待されている。 

町の中央部には南北に栗山川が流れ、その流域は低地で広大な水田地帯となっており、

千葉県のブランド米である多古米の主要な生産地となっている。一方、町の北部および  

東部は台地が広がり、畑地帯を取り囲むように山林が緩やかな傾斜面を形成している。 

豊かな水資源、肥沃な土壌が揃う環境は、農作物の生産性を高めるだけでなく、化学  

肥料や農薬を抑えた農業に適しているといえる。また、町の多古米を含む農産物は高品質

であり、市場競争力の向上を目指して有機農業を推進することで、農業振興及び地域   
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活性化が期待される。 

現在、有機農業については、面積拡大を志向する方や新規で始めたいという方が出て  

きているものの、米と野菜で5名弱の農業者が取り組んでいる程度で、それらは点の存在

で組織化されておらず取組面積はわずかである。これは、農業者が高度な有機農業の栽培

技術を習得するのが難しい、ＰＲ等が不十分で売り先も確保されていないこと、身近な  

消費者でもある町民も有機農産物に対する理解が十分とはいえないことなどに起因して 

いると考えられる。 

そこで、町全体を特定区域として設定することを契機に、地域ぐるみで有機農業の栽培

技術の普及を図ることや、学校給食への有機米、有機野菜の提供による消費拡大と販売先

の確保、さらに町民をはじめとした消費者へのＰＲ等により土壌や生態系と調和した有機

農業への理解を深め、農業者と消費者が協力し合い、地域全体でその価値を共有すること

で、有機農業の栽培面積拡大と消費拡大、販路の拡大を目指す。これにより、地域特産品

である「多古米」や農産物の更なるブランド化を進め、地域農業の一層の振興を図る。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

（１）活動類型 有機農業の生産活動 

 

（２）活動の内容 

 有機農業の取組拡大に向けて、有機農業者、消費者、学校給食関係者、ＪＡかとりを   

はじめとした流通関係者、香取農業事務所、多古町等で構成する「多古町農業連絡協議会

多古オーガニック推進部会」を中心に、食育活動と併せて学校給食への有機農産物の提供

を行うことにより、有機米、有機野菜の安定的な販売先を確保し、有機農業者の経営安定

を図って有機農業に取り組みやすい環境を整備する。 

 農業者に対しては、有機農業に必要な知識や技術を身につけられるよう栽培技術研修会

や先進地視察研修、栽培実証試験等を行い、さらに、必要に応じて専門家による個別の  

指導やアドバイスも提供し、更なる有機農業の栽培技術の向上や新たに有機農業への転換

を行いやすい環境を整える。また、多古町が主体となって、国の環境保全型農業直接支払

交付金や有機転換推進事業等の活用を推進することで、減収リスク等を軽減して取組拡大

を進める。 

生産拡大に伴って、多古オーガニック推進部会を主体とし、消費者向け有機農業    

セミナーの開催、あじさい祭りやいきいきフェスタ TAKO などの町のイベントやマルシェ

等への出展を通して有機農産物をＰＲすることで、消費者が有機農産物を身近に感じ、  

その品質や価値などを実感できる機会を増やし、有機農産物の販路の確保・拡大を図る。 

これらの取組により、有機農業に関する理解を深め、有機栽培面積の拡大と有機農業者

の増加を図る。 

 

 

 


